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２０１８年度事業報告書 
 

 

２０１８年度においては、平成３０年度事業計画に基づき内外の情勢に対応すべく各

事業を実施し、以下に述べるとおり概ね当初の計画どおりの成果を上げることができた。 

 

 

第一 環境経営情報普及事業 

 

１．公害防止研修・環境教育等事業 

 

（１）公害防止管理者等国家試験受験支援  
① 公害防止管理者等国家試験受験講習会 

公害防止管理者等国家試験前の受験対策講習会として、２０１８年６月～２０１８

年９月に公害防止管理者等国家試験受験講習会（３日間集中コース、休日２日間コー

ス、科目別コース）を全国１０都市（札幌、仙台、東京、静岡、名古屋、大阪、岡山、

広島、高松、福岡）で計３２回開催し、受講者は１,８１９名であった。 

また、大気・水質の３日間コースをコアとして、公害防止管理者試験の学習に必要

な化学・物理・数学等の基礎知識を学習するための基礎講座をその前日に、国家試験

の本番と同じ環境を再現して模試及び正答解説を行うプレ演習を３日間コースの翌日

に組み込み、東京、名古屋、大阪で実施した。 

受講者の便宜を図るため、すべての講習において、副教材、説明資料等を提供した。 

 

② 公害防止管理者通信教育 

２０１８年度は「大気管理コース」２６０名、「水質管理コース」３５９名、「科目

別コース（全１０科目）」１８９名、延べ８０８名が受講した。 

 

 ２０１０年４月「土壌汚染対策法の一部を改正する法律」の施行に伴い、指定調査機関に土壌汚

染調査技術管理者の設置が義務付けられ、同年国家試験対応セミナーを開講し継続開催している。

２０１８年度の土壌汚染調査技術管理者試験対応セミナーは１回（東京）開催し、受講者数４４名

であった。２０１０年度第１回セミナーからの累計受講者数８８０名となった。 

 
（２）公害防止管理者等のリフレッシュ研修等  

経済産業省・環境省ガイドライン「公害防止に関する環境管理の在り方」（２００７

年度版）に準拠し、公害防止管理者や工場の環境管理実務担当者向けの「公害防止管理

者等リフレッシュ研修会（再教育）」を２００８年度より開催してきている。 

２０１８年度は、「公害防止管理者等リフレッシュ研修会」を全国１１都市で１１回

開催し、受講者は６８２名であった。 

また、廃棄物を排出する企業の廃棄物管理を支援する「環境担当者向け廃棄物研修コ

ース」を全国９都市で開催（ベーシック編、実務者編各９回）し、受講者は８２１名で

あった。 
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受講者の合計は１,５０３名で、２００８年度から１０年間の累計受講者数は、延べ

１３，８３８名となった。（２０１７年度までの累計１２，３３５名） 

 
（３）環境管理支援  

２０１８年度も中小企業を対象としたＩＳＯ１４００１（ＥＭＳ）の運用管理の支

援・指導、企業のＥＭＳ内部監査員養成や環境教育などの研修会開催、工場サイトの環

境診断調査、遵法診断調査などの支援活動を継続・実施した。 

 
（４）企画セミナー  
 ２０１４年度より、一般社団法人日本化学工業協会との連携のもと、事故防止・労災

防止セミナーを開催している。２０１８年度は１日講義タイプの事故防止・労災防止セ

ミナーを東京で７回（受講者計１５５名）実施した。 

 また、新たに廃棄物処理法実運用セミナー（廃棄物処理法に関する質問を事前に受講

者から受け付け、講師がセミナー当日解説を加えるセミナー）を東京で２回実施し、受

講者は合計５３名であった。 

 
（５）環境サイトアセッサー評価登録 

２０１８年度の環境サイトアセッサー技能認定講習の受講者は１４名で、累計受講者数は１００

７名となった。資格評価登録については、新規登録者５名（累計登録申請者数５０２名）であった。 

その他、土壌汚染に関する最近の動向について、「第１４回土壌汚染に関する講演会」を開催し、

参加者は３０名であった。また、土壌・地下水汚染に係る法令、調査、対策等のポイントを１日で

学べる基礎セミナーを２回開催し、受講者は１１１名であった。さらに資格登録者へのサービスの

一環として関連情報提供を定期（毎月）継続実施した。 

 

２．出版事業 

 

（１）公害防止管理者及びそれを目指す人を対象とした図書を改訂し、頒布した。  
「新・公害防止の技術と法規２０１９」大気編、水質編、騒音・振動編、ダイオキシ

ン類編  
 
（２）公害防止管理者等国家試験問題５年間分（２０１７年度より問題収録年数を拡

大）の解説書を発行し、頒布した。  
「公害防止管理者等国家試験問題‐正解とヒント｣シリーズ  
（平成２６年度～平成３０年度）  
大気・特定／一般粉じん関係、水質関係・主任管理者、騒音・振動関係、ダイオキシ

ン類関係  
 
３．エネルギー・環境マネジャー評価登録事業 

 

２０１０年６月１８日に閣議決定された国家プロジェクト「実践キャリア・アップ戦略」に基づ

き、２０１２年度より、エネルギー・環境マネジャー（旧「カーボンマネジャー」２０１５年４月

改名）キャリア段位制度を実施している。 

-2-



3-3 
 

実践キャリア・アップ戦略は、新たな成長分野における人材育成と当該分野への労働移動を促す

ことを目的とし、キャリア段位制度で職業能力・生涯キャリアについて「わかる(知識)」と「でき

る(実践的スキル)」の両面を評価しレベルを認定する。対象は以下Ａ～Ｆの６項目に係る能力・生

涯キャリアで、２０１８年度における認定者数は１９５名で、２０１２年度からの累計認定者数は

１１３２名となった。 

 

（２０１５年度以降の対象領域／以下Ａ～Ｆの事項に係る生涯キャリアを評価） 

Ａ．地球温暖化問題の現状と対策等に係る事項 

Ｂ．大気、水、土壌環境等の保全に係る事項 

Ｃ．生物多様性の保全と自然共生社会の実現への取り組みに係る事項 

Ｄ．循環型社会の形成に係る事項 

Ｅ．化学物質の環境リスク評価・管理に係る事項 

Ｆ．国際協力、各種施策への取り組みに係る事項 

 

また、以下の外部関連組織団体と連携し推進している。 

 

（教育7機関) 

日本大学生物資源科学部生物環境工学学科、富山大学理学部 生物圏環境科学科、山梨大学工学

部 土木環境工学科、福井工業大学環境情報学部 環境･食品科学科、実践女子大学生活科学部 現

代生活学科、名城大学理工学部 環境創造学科、大阪産業大学 人間環境学部生活環境学科及びデ

ザイン工学部環境理工学科 

 

（民間資格管掌組織１３団体) 

東京商工会議所検定センター、公益社団法人 日本建築積算協会、ＮＰＯ法人 日本住宅性能検査

協会、３Ｒ･低炭素社会検定実行委員会、一般社団法人 カーボンマネジメントアカデミー、一般

社団法人 日本有機資源協会、一般社団法人 コンピュータ教育振興会、一般社団法人 全国森林

レクリエーション協会、一般社団法人 環境プランニング学会、一般社団法人 土壌環境センター、

一般財団法人 省エネセンター、一般財団法人 自然環境研究センター、認定ＮＰＯ法人 自然環

境復元協会 
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第二 化学物質管理情報普及事業・アーティクルマネジメント推進事業 

 

１． 化学物質管理普及事業 

 
（１）化学物質管理情報事業 

 化学物質規制に関する情報を先取りし、産業界において適切に運用されるよう以下の

ような普及啓発活動を行うとともに、情報発信や交流の場を提供する等、企業への支援

機関としての役割を果たすべく活動した。 

 

１）化学物質の規制や管理に関する自主的なセミナー業務の拡充・ブロック化を図り、

実施した。平成３０年（２０１８年）度は、製品中の化学物質管理と事業所関連化学

物質管理をテーマに、それぞれセミナーを実施した。各種セミナーは合計５４回実施

し、受講人数は延べ８２８人であった。 

 

２）情報発信並びに顧客ニーズ把握のため、化学物質に関する展示会において宣伝・

営業活動を行った。平成３０年（２０１８年）度の講師派遣は延べ１５件、コンサル

ティングは延べ４１件であった。コンサルティングは、法対応に係る相談などの単発

的なものだけでなく SDS に関する相談、体制構築や管理物質の選定などの相談が増加

した。 

 

３）２０１５年度より開始した包括的な年間情報提供サービス「ＣＡＴＣＨＥＲ」は、

従来の無料メール相談に加え、速報性を重視した速報通知サービスを追加した（週１

回程度の情報発信）。現在の登録社は５７社となり、昨年度より増加した。 

 

４）以下の委託事業並びに請負業務を実施した。 

 

〇経済産業省請負業務「平成３０年度中小企業等産業公害防止対策調査事業（新たな排

水管理手法に関する動向調査）」 

 

(概要) 

本事業では、生物応答を用いた排水評価手法（いわゆる WET 手法）に着目し、その特

徴や限界を把握した上で、利活用の可能性を調査するための基礎となる情報収集、整理

を実施した。本年度は、新たな排水管理手法に関する整理検討を進めるとともに、ユー

ザーの観点から、事業環境を取り巻く、近年の水環境に関する規制や実態について国内

外の最新動向を調査整理することを目的として実施した。 

 
（２）国際化学物質管理支援事業 

近年の事業者ニーズは、ビジネスの一層のグローバル化とともに、化学品法令の各国

規制の高まりを受け、欧州、中国、韓国のほか、東南アジア、米国等、多様な手続き支

援に関する要請が増大していることに鑑み、２つの支援事業１）登録等代行事業、２）

実務者養成事業）を展開するとともに、今後の事業を推進するため、３）その他の事業

を実施した。 
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１）登録等代行事業 

平成３０年（２０１８年）度は、ＲＥＡＣＨ登録支援業務について、同年６月までの

登録が必要な年間１００トン未満の第３次本登録物質等について，ＥＵ域内の「唯一の

代理人」との連携により着実な登録を実施した。また，登録済みの物質については，輸

入量等の更新及び拡張安全データシートの作成・更新等の支援を実施するとともに，必

要に応じた登録文書の更新等を行った。また，欧州バイオサイド規則については，活性

物質の承認，バイオサイド製品の認可等への対応について，引き続き，支援業務を展開

した。 

中国化学物質管理法令支援業務については、中国内の「代理人」との連携を強化しつ

つ、新化学物質環境管理弁法に基づく登記・申告を実施した。さらに、２０１１年１２

月からの改正危険化学品安全管理条例の施行に伴い、ＧＨＳ方式に準じた安全データシ

ートとラベルの提供が義務化されたことを受け、「危険化学品安全管理条例」及び国家

標準に基づくＧＨＳ対応の安全データシート及びラベル作成のほか、危険化学品鑑別や

法令に基づく２４時間対応サービスについて支援を行った。 

韓国化学物質管理対応支援業務については、化学物質の登録及び評価に関する法律

（化評法）における新規化学物質の登録、安全データシート及びラベル作成の支援を行

った。 

台湾化学物質管理対応支援業務については、化学物質登録について支援を行った。 

また、インドネシア、シンガポール、フィリピン、マレーシア等の東南アジア各国の

化学物質管理法令に係る調査を実施した。 

 

２）実務者養成事業 

実務者養成については、相談会、講演等以下の事業を行った。 

・講師派遣：欧州ＲＥＡＣＨに関わる講師派遣（２件）を実施。 

・協会内での個別相談会を随時企画し、延べ１５社の化学物質管理関係者からの相談に

答えた。 

 

３）その他の事業 

顧客企業から緊急性のある個別の依頼により、欧州でのコンソーシアム会議への代理

参加、ECHA との面談、欧州・米国コンサルタント、米国支店との会議への同伴および申

請支援を行い、顧客により密着した個別支援を提供した。 

 

（３）ＪＡＭＰ情報提供事業  

 

サプライチェーンを構成する企業間の製品含有化学物質情報伝達を、ＩＴを活用して

円滑化することを目的として開発・運用してきた ＪＡＭＰ情報基盤システム(ＪＡＭＰ

— ＧＰ)は、経済産業省の主導により開発した新たな製品含有化学物質の情報伝達スキ

ーム(ｃｈｅｍＳＨＥＲＰＡ)への移行に伴い、２０１６年度末をもって運用を停止した。

２０１８年度は、２０１７年度に続きｃｈｅｍＳＨＥＲＰＡに対応した新たなＩＴシス

テムのニーズ把握を行った。さらに、経済産業省、産業界を含めて新たなＩＴシステム

について検討を行った結果、当面は中小企業を中心としたサプライチェーン全体への適
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正な化学物質管理の普及に努め、ニーズが高まった段階でＩＴシステムの検討を改めて

行うべきと結論された。 

このため、公益目的支出計画実施事業の取り扱いについては、事業目的及び内容は変

更しないものの、運用を中止したＩＴシステムの更新は当面凍結し、中小企業等が気軽

に相談できる窓口を開設、運用するとともに、サプライチェーン全体への説明会や相談

会を通じた、情報提供、人材育成、コンサルティングによる周知啓発を行い、普及拡大

を図ることに力を注ぐこととなった。 

 

２．アーティクルマネジメント推進事業 

 

アーティクル（部品や成形品等の別称）が含有する化学物質等の情報を適切に管理し、

サプライチェーンの中で円滑に開示・伝達するための具体的な仕組みを作り普及させる

ことを目的に設立したアーティクルマネジメント推進協議会（ＪＡＭＰ）を基本活動方

針に従い内部特別会計組織として運営した。 

２０１８年度は、次の活動基本方針に則り活動し、下記の成果を上げた。 

 

２０１８年度活動基本方針 

（１）ｃｈｅｍＳＨＥＲＰＡを的確に運用し、ユーザーの円滑な導入を支援する。 

（２）ＪＡＭＰ ＭＳＤＳｐｌｕｓ／ＡＩＳを終息する。 

 

２０１８年度事業成果 

（１）ｃｈｅｍＳＨＥＲＰＡを的確に運用し、ユーザーの円滑な導入を支援した。 

 ｃｈｅｍＳＨＥＲＰＡ物質リストや作成支援ツールの２回/年の定期的な

改訂を日英中の３言語で行った。 

 ケムシェルパ基礎講座を東京、大阪、名古屋、広島、福岡で開催して、ｃ

ｈｅｍＳＨＥＲＰＡの導入・普及を支援した。（計２８回開催、参加者約

８９０名）また，認定講座委託事業者による実務者講座（国内２１回）の

開催を支援した。 

 製品含有化学物質管理シンポジウム（東京、大阪）を開催し、２０１８年

度に新規発行したガイダンス（フタル酸エステルの接触による移行汚染管

理、商社、輸送包装、実装、塗装・印刷など)についてユーザーに紹介し

た。 

 ユーザーズミーティングを東京と大阪で開催し、ｃｈｅｍＳＨＥＲＰＡの

適正利用を促進した。 

 化学物質管理ミーティング２０１８の展示会等において出展・講演を実施

した。 

 ２０１８年度に実施された国際規格ＩＥＣ６２４７４の改訂にｃｈｅｍＳ

ＨＥＲＰＡを追随して準拠させるべく、ＸＭＬスキーマ使用等について検

討の上、ｃｈｅｍＳＨＥＲＰＡ Ver.２仕様への反映を支援した。 

 海外産業人材育成協会（ＡＯＴＳ）の平成３０年度 経済産業省委託事業

として タイ、マレーシア「製品含有化学物質管理支援事業」海外専門家

派遣事業に協力して、ｃｈｅｍＳＨＥＲＰＡを利用した製品含有化学物質
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情報伝達の仕組みの教育普及のため、教材作成、及び現地教育指導を実施

した。 

 従来ＪＡＭＰとｃｈｅｍＳＨＥＲＰＡそれぞれ分割していたＷｅｂサイト

を統合し、内容も刷新してユーザー利便性の向上を図った。 

 

（２）ＪＡＭＰ ＭＳＤＳｐｌｕｓ／ＡＩＳを終息した。 

 ＪＡＭＰ ＭＳＤＳｐｌｕｓ／ＡＩＳデータ入力支援ツールは２０１８年

６月末に Web サイトからのダウンロードを停止した。ダウンロード停止に

あたっては、事前にウェブサイトや各種セミナー等を通じて幅広くアナウ

ンスし、ｃｈｅｍＳＨＥＲＰＡへの円滑な移行を促した。 
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第三 地域・産業支援事業、ライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）事業・

エコデザイン事業 

 
２０１７年度に新設された「地域・産業支援部門」内の「地域・産業支援センター」

と「ＬＣＡ事業推進センター」の２つのセンターにより事業を実施した。  
「地域・産業支援センター」は環境・エネルギーを軸とした持続型の地域経済社会づ

くりやその経済活動の中心となる企業支援等のコンサルティング事業を充実させるとと

もに、国等の事業のマネジメント・検証機能の強化を図った。また、イベント等の企画

運営を通じてこれらの事業活動の情報発信を積極的に行った。  
また、「ＬＣＡ事業推進センター」では今まで培ったＬＣＡを発展・応用した産業界

向けのコンサルティング事業や国・自治体等からの調査受託事業を通じて、産業界活動

や政策活動の発展に貢献した。  
 

１．地域・産業支援事業 

 

（１）事業企画業務 

１） 地域振興支援に資する調査研究事業 

地力型地域循環経済社会づくりを理念として、地域環境ビジネスに関する基礎調査、

地域経済循環の仕組みづくりに資するエネルギー需給調査、地域振興計画等の策定、事

業化可能性等に係わる調査・研究等の事業を実施した。特に２０１８年度は、再エネを

活用した温室効果ガス排出削減や気候変動リスク増大の防止を図る都市・地域のモデル

事例を構築するとともに、それらを体系的に整理し広く普及・展開させることを目的と

して、日本総合研究所やデロイトトーマツコンサルティング等、１２の専門機関と連携

（共同実施・直接外注）し、全国１２の地域を対象として、「環境省委託業務：平成３

０年度地域の多様な課題に応える低炭素な都市・地域づくりモデル形成事業」を実施し

た。 

①地域の多様な課題に応える低炭素な都市・地域づくりモデル形成事業 

・１２モデル地域：福岡県北九州市、栃木県宇都宮市、神奈川県横浜市、石川県加

賀市、京都府、熊本県菊池市、滋賀県湖南市、大阪府能勢町、長崎県、佐賀県唐

津市、秋田県鹿角市、徳島県阿南市 

・モデル地域担当機関：１２機関（産環協、デロイトトーマツコンサルティング

他） 

  モデル地域と担当機関が共同でモデル事例の形成に必要な調査・検討を実施し

た。 

・横断的・体系的分析評価：産環協、日本総合研究所、デロイトトーマツコンサル

ティング 

  各モデル事例の特徴を横断的・体系的に整理し、我が国において効果的に普

及・展開するための方策を提言した。 

 

２） 環境・エネルギー政策に関する検証・評価事業 

環境・エネルギーに関する政策についてＣＯ２削減効果、経済波及効果等の検証・評

価のため、再エネ・省エネ設備を導入した全国の自治体・民間事業者を対象に、「平成
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３０年度エネルギー対策特別会計補助事業検証・評価業務委託（地方公共団体等におけ

る再エネ・省エネ設備導入推進事業）」事業を実施した。 

① エネルギー対策特別会計補助事業検証・評価業務委託（地方公共団体等における

再エネ・省エネ設備導入推進事業） 

２０１５年度、２０１６年度及び２０１７年度にエネルギー起源二酸化炭素の

排出抑制対策のために環境省が実施した補助事業を対象に、実施後の二酸化炭素

削減効果等の検証・評価を行い、十分な効果が得られていない補助事業に対して、

適切な改善措置等の明確化を行った。さらに、補助事業の波及効果の検討等を行

い、今後より効果的な補助事業を実施するための検討に必要な情報等を収集した。 

・対象となった補助事業および件数（計１３６事業） 

■再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業：９５事業（太陽光発電、太

陽熱利用、地中熱利用、バイオマス熱供給、蓄電池） 

■地方公共団体カーボン・マネジメント強化事業：１３事業（高効率空調、高効

率熱源、高効率ボイラ、変圧器、照明、エネルギーマネジメントシステム） 

■防災減災・低炭素化自立分散型エネルギー設備等導入推進事業：２８事業（太

陽光発電、蓄電池、コジェネレーションシステム、高効率照明） 

 

３） 展示会、イベント等企画・運営業務 

 日本経済新聞社との共催で、２０１８年１２月６日（木）～８日（土）の期間にて、

第２０回目となるエコプロ２０１８「ＳＤＧｓ時代の環境と社会、そして未来へ」を主

催した（東京ビックサイト）。展示会全体の運営管理を行う主催業務に加えて、２０１

８年度が第１回となるエコプロアワードの表彰やエコプロアワード事業の広報に係わる

展示ブースの企画運営や、国等からの受託事業に係わる展示ブースの企画運営を行い、

地域・産業支援に係わる情報発信を行った。本展示会には、企業や行政機関・自治体、

ＮＰＯ、教育機関など５３８社・団体が出展、来場者数は１６２，２１７人であった。

また、エコプロアワード表彰式では、「農林水産大臣賞」「経済産業大臣賞」「国土交

通大臣賞」「環境大臣賞」の４件をはじめ、優秀賞５件、奨励賞７件を表彰した（展示

会場内の特設会場で、表彰案件すべてを展示した）。さらに、環境省「平成３０年度温

室効果ガス排出抑制指針（業務部門）等の普及・啓発委託業務」を受託し、エコプロ２

０１８において、ＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の普及促進を図った。 

 また、自主事業として地域及び地域産業支援に資するセミナーの企画、開催を行った。 

①温室効果ガス排出抑制指針（業務部門）等の普及・啓発委託業務 

・取組み事例の紹介（事業者）：竹中工務店、有我工業所、鹿島建設、ダイダン、

東芝インフラシステムズ 

・取組み事例の紹介（地方公共団体）：富山県小矢部市、神奈川県足柄上郡開成町、

愛知県瀬戸市、滋賀県高島市 

 

（２）事業支援事業 

１） ビジネスマッチング支援事業 

経済産業省の「平成３０年度地域中核企業創出支援事業のネットワーク型事業」とし

て「持続可能な経済成長に貢献する環境ソリューションビジネス事業（ＳＤＧｓ達成の

促進を目的とする事業）」を、「同ハンズオン型事業」として「車ｔｏ車を目指したプ
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ラスチックのＵｐｃｙｃｌｉｎｇプロジェクト事業」の２プロジェクトを実施して、地

域産業の事業者間連携、市場開拓等を支援した。また、地域企業や公的支援機関等を多

数訪問し、新規事業の開拓を行った。 

①地域中核企業創出支援事業（ネットワーク型） 

２０１５年度、２０１６年度及び２０１７年度に実施した「環境エコシステム

ネットワーク事業」を発展させ、関東圏のみならず、東北圏、中部圏との連携に

よる広域連携事業としてＳＤＧｓ達成の促進を図ることを目的に事業を実施した。 

・ＳＤＧｓセミナーの実施（３ヵ所）：１０月３日＝東京、１０月１０日：名古屋、

１０月１２日＝仙台 

・ＳＤＧｓ研究会の実施：第１回＝１０月２９日、第２回＝１２月１３日、第３回

＝２月２６日（第３回は、シンポジウム形式・オープン参加形式で特別講演と研

究会参加企業によるＳＤＧｓ事業構想の発表を行った） 

・企業・地域支援機関訪問：関東４企業、東北５企業、中部３企業、４機関２者

（各関係経済産業局は除く） 

②地域中核企業創出支援事業（ハンズオン型） 

石塚化学産業社を中核的なハンズオン支援先として、車ｔｏ車のプラスチック

のマテリアルリサイクルを最終目標とし、廃車由来プラスチックの「マテリアル

リサイクル」モデルを検討するとともに、自動車をはじめ家具・家電などの高付

加価値市場におけるプラスチックリサイクル材の供給量拡大を目指した支援を行

った。また、多様なプラスチックリサイクル関連技術・企業のネットワークを構

築し、サーキュラーエコノミーをベースとした新しいビジネスモデルを検討した。 

・ＣＥ（サーキュラーエコノミー）研究会の実施：第１回＝８月３０日、第２回＝

２月２０日、第３回＝３月２６日 

・自動車由来のプラスチック回収工程の調査：現地調査４回（７月～９月） 

・海外動向調査・事例調査の実施（ベルギー、オーストリア）：３月１８日～２１

日（海外ＪＥＴＲＯ、プラスチック加工業界団体、欧州自動車工業会、欧州委員

会環境総局ＥＬＶ担当、海外大手プラスチックリサイクル事業者、海外自動車メ

ーカー複数社等との情報交換、意見交換、調査を実施。自動車リサイクルに関す

る国際会議ＩＡＲＣ２０１９参加。） 

 

（３） プロジェクトマネジメント業務 

研究開発、社会実装等の国家プロジェクトに関するマネジメント事業を実施した。 

２０１８年度は、２０１６年度からの継続事業として京都大学を事業代表機関とする

「環境省：セルロースナノファイバ－（ＣＮＦ）活用製品の性能評価事業（自動車分

野）」を、民間企業や大学等２２機関の共同事業として実施した。また、新規のマネジ

メント業務を計画するため地域発等のプロジェクトに関する調査を行った（宮城県ＣＮ

Ｆ関係事業、静岡県所在の事業者によるＣＮＦ関係事業、岡山県所在の事業者によるＣ

ＮＦ関係事業等）。 

①セルロースナノファイバ－活用製品の性能評価事業（自動車分野） 

・事業参画機関：京都大学（代表機関）、デンソー他、計２２機関（２０１８年度

より、宇部興産が新規参画） 
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・部品・部材の評価の業務：各機関が自動車用部品・部材、試験片等を試作し、加

工性や物性等の評価を実施 

・最終試作車の設計、車両評価の実施 

・ＬＣＣＯ２評価の実施（産環協・ＬＣＡ事業推進センター担当） 

・ＣＮＦ出口戦略の検討：各機関の事業戦略（製品開発戦略）等の調査・検討、Ｃ

ＮＦの普及・啓発活動の実施（ファインケミカルジャパン：４月、成果報告会：

６月＝関係する国会議員複数名が来場、ふじのくにＣＮＦ総合展示会：１０月、

エコプロ２０１８：１２月＝国会議員多数来場、ナノセルロースシンポジウム２

０１９＝２月、他、展示会出展や新聞・専門誌掲載（取材等）、ＴＶ放送、多数

の講演会等で積極的に情報発信を行った） 

 

（４） その他 

持続可能なビジネスや社会づくりを目指し、エコビジネスを目指す企業等に対する支

援を目的に、定期的な情報提供、勉強会・講習会等を開催した。また、全国の自治体、

支援機関等との意見交換を通じて地域の産業支援に繋がるニーズ、シーズの発掘を行っ

た。 

・神田塾の開催（２０１７年度より継続）： 

第４回（６月５日：資源・環境ジャーナリスト 谷口正次氏 招聘） 

第５回（６月３０日：慶応義塾大学 細田衛士氏 招聘） 

第６回（１０月３０日：経済産業省中小企業庁次長 前田泰宏氏 招聘） 

第７回（２月１２日：中小企業基盤整備機構業務統括役 岸本吉生氏 招聘） 

 

２．ＬＣＡ事業 

 
（１）ＬＣＡ開発普及事業 

国内でのＬＣＡ事業として、民間企業・団体等１８組織から外部コンサル事業案件を、

また、経済産業省、環境省、及び川崎市等の政府・自治体等から、低炭素技術の環境側

面の評価事業等１０件（一部再委託等）を受注、実施した。ＬＣＡ計算ソフトのＭｉＬ

ＣＡ、ＬＣＡデータベースのＩＤＥＡはともに改訂版（Ｖｅｒ．２）の販売を２０１６

年度より開始しており引き続き売上を伸ばしている。 

海外においては、受託事業を通じた欧州委員会の環境フットプリント試行事業への参

画、中国における環境ラベルの動向調査などを行い、これらの事業で得られた情報を集

約し、国内の産業界等に向け発信した。 

 

（２）ＬＣＡデータ管理・フォーラムの運営事業 

ＬＣＡデータベースを公開し、ＬＣＡの普及・関連情報の発信等を実施するＬＣＡ日

本フォーラムの運営を継続して受託している。フォーラム表彰では１０件のＬＣＡ活動

と１件の功労者が表彰された。また、研究会については、昨年度に引き続き「容器包装

の環境効率」、「ＬＩＭＥ３」が開催され、「ＳＤＧｓとＩＣＴ」が新規に開始された。

情報発信としてのセミナーではネガティブエミッション技術をテーマとするものなど計

４回、海洋プラスチックに関する座談会を１回主催し、延べ３９０名程度の参加を得て

盛況であった。 
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３．エコデザイン事業 

 

 「ＪＥＭＡＩ環境ラベルプログラム」（エコリーフ／カーボンフットプリント（ＣＦ

Ｐ）コミュニケーションプログラム）は、２０１３年度に策定した中期行動計画に従い、

関連するＩＳＯ規格への意見提出、欧米のプログラムホルダー等との情報交換、海外向

けＷｅｂサイトの整備による情報発信力強化に力を入れた。国内外のグリーン調達制度

や環境経営度調査への対応などを通じて製品環境情報開示が求められる社会情勢を背景

に、エコリーフ、ＣＦＰともに過去４年間以上登録公開製品数を伸ばしており、２０１

６～２０１８年度は毎年過去最高となった。またこれら従来のエコリーフ／ＣＦＰプロ

グラムと並行して、これらを統合した統合プログラムの運営を２０１７年度に開始して

おり、２０１８年度は、建築物の環境性能評価の動向を背景として建材分野でエコリー

フへの関心が急速に高まっているなどの情勢を受けて、統合プログラムにおいて３６件

のエコリーフが公開された。２０２０年３月までは移行期間として、従来プログラムと

統合プログラムを併存させることとなった。 
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第四 環境技術調査研究等事業 

 

環境問題は地球温暖化などのグローバルな課題から光化学オキシダントやＰＭ２.５

等の地域レベルの課題まで、一朝一夕には解決できない難しい課題にあふれている。今

や企業において、これらの課題に積極的に取り組むことはビジネス戦略の一つとなって

いる。 

本事業では、企業の知的戦略として重要な、環境測定や環境マネジメントに関連する

国際標準規格やＪＩＳを企業のニーズに合わせ、積極的な研究開発に取り組んだ。また、

中国、東南アジアに対し、企業の環境管理のための人材育成、環境制度の構築支援等を

行い、新興国の環境保全の向上にも貢献してきた。これらを通じて現地日本企業の競争

力の平等性を担保し、また日本企業が保有している優位性のある環境技術を海外に移転

するなど、日本企業の裨益に繋げてきた。 

 また、この他にも社会情勢の変化を察知し将来起こりうる課題を見据えた先見性のあ

る事業提案を継続的に行った。 

 

１．環境技術調査研究事業 

 

（１）標準化事業 

① 大気測定国際標準化調査 

現在、ＩＳＯ／ＴＣ１４６（大気質）／ＳＣ１（固定発生源）において日本が議長と

なり進行してきたＦＴＩＲを用いた成分別揮発性有機化合物（ＶＯＣ）の自動測定法の

規格化がＦＤＩＳ投票に掛かり、令和１年以内には発行される予定である。 

また、排ガス中の全水銀の測定法について、金アマルガム捕集-原子吸光法を用いた

測定及び温室効果ガスに関連するＣＯ２／ＣＯ／Ｏ２の測定法規格はＤＩＳ登録・投票ま

で進んだ。大気汚染物質であるＮＯｘの測定法規格化は作業原案を作成し、新規提案の

準備を完了した。また、ＴＣ１４６国内審議団体としてＩＳＯ規格の５年毎の見直し、

新規規格への投票や回答などに対し、日本の意見を積極的に反映させるよう活動した。 

 

② 水質測定国際標準化調査 

 ＩＳＯ／ＴＣ１４７（水質）において水中のアルキル水銀化合物及びイムノフローセ

ンサ及びＡｈＲアッセイ方法を用いたダイオキシン類の検出法、六価及び三価クロムの

分離測定法について規格化を推進した。はイムノフローセンサの規格はＣＤ投票が可決

され、国際比較試験のための海外関係者との連携に向けた準備を行った。ＡｈＲアッセ

イ方法については、検証試験を実施し、規格内容を検討した。また、ＴＣ１４７国内審

議団体としてＩＳＯ規格の５年毎の見直し、新規規格への投票や回答などに対し、日本

の意見を積極的に反映させるよう活動した。 

 

③ 温室効果ガスマネジメント等に関する国際標準開発 

環境経営関連の国際標準化対応事業として、ＩＳＯ／ＴＣ２０７／第３分科会（ＳＣ

３）、第４分科会（ＳＣ４）、第５分科会（ＳＣ５）、第７分科会（ＳＣ７）第８作業

グループ（ＷＧ８）における環境ラベル、環境パフォーマンス評価、環境技術実証（Ｅ

ＴＶ）、ＬＣＡ、ウォーターフットプリント、温室効果ガス（ＧＨＧ）マネジメント、
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マテリアルフローコスト会計等の国際標準化に際して、国内の意見を集約し、その反映

に努めた。ＳＣ７で策定されている気候変動適応に関る３件の規格及びＳＣ４で策定さ

れているグリーンボンド及び関連する環境ファイナンスについてエキスパートを派遣し、

日本の意見を積極的に規格に反映させると伴に、情報収や発信に努めた。 

また、ＴＣ２０７国内審議団体として日本工業標準調査会に代わり、ＩＳＯ・ＪＩＳ

規格の５年毎の見直しや新規規格への投票や回答などの運営管理を行った。 

 

④ 新技術導入のための工場排水試験法に関するＪＩＳ開発 

近年の新しい計測技術及び環境への低負荷技術の導入、環境行政ニーズへの対応のた

め、ＪＩＳ Ｋ ０１０２（工場排水試験方法）の見直し・改正作業を行った。本事業の

成果がＪＩＳ Ｋ ０１０２ 追補として２０１９年３月２０に制定させた。 

 

⑤ 排ガス中の全水銀測定法のＪＩＳ開発 

 既存のＪＩＳ Ｋ ０２２２（排ガス中の水銀測定方法）を環境省の告示９７及び現在

策定中の国際規格と整合させ、全水銀が測定できる方法に改訂するための調査や検証試

験を実施した。本ＪＩＳ改定版は令和３年発行を目指しており、環境省告示の改定の際

に本ＪＩＳが引用できるよう進めている。 

 

（２）環境技術実証（ＥＴＶ）※の普及事業 

 環境省より委託され、ＥＴＶ事業運営機関、ＥＴＶ技術調査機関としてＥＴＶの運営

及び関係省庁、団体や企業等への啓蒙普及活動を行った。東京、名古屋、大阪において

ＥＴＶの説明会を開催し、技術相談を行った。また、ＥＴＶ国際ワークショップを東京

にて開催した。また、中国、フィリピンのＥＴＶ実施状況を現地調査した。ＩＳＯ／Ｔ

Ｃ２０７/ＳＣ4／ＷＧ５（ＥＴＶ）で進めている、技術レポート作成に参画し、国際的

にＥＴＶを普及させるための活動を行った。 

※先進的環境技術について 

その環境保全効果を第三者が客観的に実証するシステム。環境省が２００３年より国

内ＥＴＶシステムを実施している。ＩＳＯ１４０３４（環境マネジメント-環境技術実

証（ＥＴＶ））は２０１６年１１月に発行され、国際的にも本規格を活用した新規環境

技術の評価が行われている。 

 

（３）大気環境改善技術調査 

 環境省より委託され、①ＶＯＣ自主的取り組みアドバイザリー制度の全国展開のため

の事前調査、②酸化エチレンの適切な排出抑制調査（対策技術、発生源特定）、③Ｉｏ

ＴとＡＩを活用した大気環境保全技術の情報収集、④大気環境保全技術の国際展開戦略

のための調査を行った。特に④ではベトナム（ハノイ）にて２０１９年１月に開催され

たジャパンウイークにて、「公害防止のための国際環境協力」のワークショップを主催

し、当協会からも公害防止管理者制度に関する紹介とベトナムへの支援状況について説

明した。また、海外に展開可能な技術リスト及び課題を取りまとめ、有識者を集めた意

見交換会を行い、今後の展開について提言をまとめた。 

 

（４）低煙源拡散モデル（ＭＥＴＩ－ＬＩＳ）を活用した化学物質のリスク評価調査 
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 化管法の見直しに関する調査において、事業所においてＭＥＴＩ－ＬＩＳを活用した

化学物質のリスク管理を推進するために、ＭＥＴＩ－ＬＩＳの暴露評価ツールとしての

検証のための調査を行った。大気拡散モデルの現状、米国の標準モデルとＭＥＴＩ－Ｌ

ＩＳとの違い、暴露評価結果のリスク評価への活用などについて調査を行った。地方自

治体やＭＥＴＩ－ＬＩＳ開発者等の研究会を開催し、ＭＥＴＩ－ＬＩＳ活用のための今

後の課題を取りまとめた。 

 

２．国際交流活動事業 

 

（１） ベトナムへの公害防止管理者制度構築支援 

技術協力活用型新興国市場開拓事業において、（一財）海外産業人材育成協会（ＡＯＴ

Ｓ）より依頼を受け、ベトナムへの公害防止管理者制度構築支援を実施し専門家として

５回の現地指導及びハノイとホーチミンにてセミナーを開催した。 

 

（２） インドネシアの水産加工における排水処理技術協力 

インドネシアの水産加工業におけるコベネフィット型排水対策調査委託業務の一環とし

て、インドネシアにおける水産加工業の排水管理に関する技術移転を目的に来日研修を

実施した。 

 

（３） ＯＰＣＷ（化学兵器禁止機関）アソシエートプログラム 

新興国の化学兵器禁止条約の実施能力強化のため、スリランカとネパールより２名の研

修生を受け入れ、日本の化学工業工場にて化学物質の安全管理等に関する研修を実施し

た。また、オランダのＯＰＣＷを訪問し、アソシエートプログラムに関する課題と今後

の方針について意見交換を行った。 
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第五 広報事業 

 

１．機関誌「環境管理」の発行 

機関誌「環境管理」を毎月１回、約３,０００部／回発行し、情報サービス及び環境

管理の啓発普及に努めた。このうち、特集号のテーマは次のとおりである。 

２０１８年４月号  特集１：ＳＤＧｓ １７の目標と企業戦略 

特集２：平成３０年度環境政策  

２０１８年５月号  特集１：異常気象への対応とイノベーション創出 

特集２：水銀廃棄物の適正処理 

２０１８年６月号  特集：複雑化する土壌汚染対策法と企業の対応 

２０１８年７月号  特集：進化する環境技術 最新動向 

２０１８年８月号  特集：産廃処理のリスクと改正廃棄物処理法 

２０１８年９月号  特集１：廃プラスチック問題と資源循環戦略 

特集２：工場の事故・不適正事例の再発防止 

２０１８年１０月号  特集：工業用水・上下水道事業の現状と課題 

２０１８年１１月号  特集１：中国 環境規制の動向と課題 

特集２：進化するバイオマス利用技術 

２０１８年１２月号  特集：資源循環技術の未来２０１８  
２０１９年１月号  特集：これからの環境・ＳＤＧｓ経営２０１９  

２０１９年２月号  特集１：石炭火力発電の活用とＣＯ２削減への取り組み 

特集２：脱炭素社会と企業経営  

２０１９年３月号  特集１：ＴＣＦＤに対応する企業の情報開示とは 

特集２：エコプロ２０１８～ＳＤＧｓ時代の環境と社会、そして未来へ

 
２．ＣＬＯＭＡ事務局業務 

 地球規模の新たな課題である海洋プラスチックごみ問題の解決に向けたクリーン・オ

ーシャン・マテリアル・アライアンス(略称ＣＬＯＭＡ)が２０１９年１月１８日に設立

された。当協会にＣＬＯＭＡ事務局をおくこととなり、事務局活動を開始した。ＣＬＯ

ＭＡ事務局として幅広く関係者の連携を強め、イノベーションを加速するため、 

①素材の提供側と利用者側企業の技術・ビジネスマッチングや先行事例の情報発信等を

通じた情報の共有、 

②研究機関との技術交流や技術セミナー等による最新技術動向の把握、 

③国際機関、海外研究機関等との連携や発展途上国等への情報発信などの国際連携、 

④プラスチック製品全般の有効利用に関わる多様な企業間連携の促進等、 

ＣＬＯＭＡ活動の円滑な推進に取り組んだ。 

 

３．関西地区における会員等への情報提供 

近畿経済産業局の協力のもと、関西地区において、業種・業態を越えた情報交換、情

報共有を目的とした「関西環境管理懇話会」を主催し、全体会合を２回開催するととも

に、事業活動に大きな影響を与えている環境規制(化学品規制等)をテーマとしたワーキ

ンググループ会合を２回開催し、のべ６９名が参加した。 

 

４．当協会会員向け広報サービスの提供 

当協会会員に向け、協会ホームページ「Ｊｅｍａｉ Ｃｌｕｂ」を通じ、会員限定で

環境技術・人材育成事業に関する国内の法改正動向や技術的情報を提供した。 
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第六 公害防止管理者等国家試験の実施 
 

１．２０１８年度公害防止管理者等国家試験の実施 

 

特定工場における公害防止組織の整備に関する法律に基づく「指定試験機関」として、

経済産業省及び環境省の共管の下に、２０１８年度公害防止管理者等国家試験を実施し

た。  
 
（１）試験地  

札幌市、仙台市、東京都、名古屋市、大阪府、広島市、高松市、福岡市及び那覇市  
 
（２）試験日及び試験区分  

２０１８年１０月７日（日）大気関係（第１種～第４種）、特定粉じん関係、一般粉

じん関係、水質関係（第１種～第４種）、騒音･振動関係、ダイオキシン類関係、公害

防止主任管理者  
（３）合格者発表  

合格者発表は２０１８年１２月１７日付け官報公示により行うとともに、当協会ホー

ムページに掲載した。  
 

（４）受験申込者数、受験者数、区分合格者数及び区分合格率  

試験区分 
申込者数 

(人) 

受験者数 

(人) 

合格者数 

(人) 

合格率 

（％） 

大気関係第１種 ５，５８４ ４，９３８ １，６１８ ３２．８ 

大気関係第２種 ２３５ ２１０ ５２ ２４．８ 

大気関係第３種 １，１１７ ９８１ ２５９ ２６．４ 

大気関係第４種 １，５６５ １，３５４ ３２８ ２４．２ 

水質関係第１種 ８，８５４ ７，７４９ ２，０１０ ２５．９ 

水質関係第２種 １，４３９ １，２６４ １５４ １２．２ 

水質関係第３種 ７７１ ６６８ ２１０ ３１．４ 

水質関係第４種 ３，０２０ ２，６４３ ６０３ ２２．８ 

騒音・振動関係 １，７６９ １，４９６ ３３５ ２２．４ 

特定粉じん関係 ３１１ ２６０ １１９ ４５．８ 

一般粉じん関係 ３３４ ３０３ ８８ ２９．０ 

ダイオキシン類関係 ８８１ ７９２ ３８９ ４９．１ 

公害防止主任管理者 １０７ ８３ １８ ２１．７ 

合計 ２５，９８７ ２２，７４１ ６，１８３ ２７．２ 

 
２．合格証書の交付及び再交付事務の実施 

 

２００５年３月の「特定工場における公害防止組織の整備に関する法律施行規則」の

改正に基づき、２００６年４月から国家試験合格証書の発行事務及び再交付事務を当協

会で実施している。  
２０１８年度における再交付事務処理件数は１２１件であった。  
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第七 公害防止管理者等資格認定講習の実施 
 
公害防止管理者等資格認定講習の登録機関として、２０１８年度公害防止管理者等資

格認定講習を全国９都市において２９回の講習を実施し、次のとおり講習修了者１,９

０９名に対し修了証書を交付した。  
 

修了者数              修了証書交付日  
２０１８年１２月～２０１９年１月実施分   ６７８ ２０１９年２月１３日  
２０１９年 ２月～２０１９年３月実施分１,２３１ ２０１９年４月１０日  
 

講習区分別の実施場所及び修了者数は次のとおりである。  

 

講習実施区分  実施場所  修了者数  

大気関係第２種  仙台、東京、大阪、広島、高松、福岡  ７３

大気関係第３種  仙台、東京×２、名古屋、大阪、福岡  ３３５

大気関係第４種  仙台、東京×２、名古屋、大阪、広島、高松、福岡  ３２２

水質関係第１種  東京  ９

水質関係第２種  仙台、東京×３、名古屋×２、大阪、広島、高松、福岡  ５１２

水質関係第３種  札幌、東京  １６

水質関係第４種  
札幌、仙台、東京×３、名古屋×２、大阪、広島、高松、  
福岡  

１９２

騒音・振動関係  東京×２、名古屋、大阪、広島  ３４８

特定粉じん関係  東京×３、名古屋  ５

一般粉じん関係  東京×３、名古屋、福岡  ６２

ダイオキシン類関係  大阪  ３５

合計   １，９０９
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第八 環境マネジメントシステム審査員の評価登録事業 

 
１．環境マネジメントシステム審査員評価登録 

 

環境マネジメントシステム審査員評価登録センター（ＣＥＡＲ）では、公益財団法人

日本適合性認定協会の認定基準ＪＡＢ ＰＮ２００に基づき、「要員認証を実施する機

関の認定の基準」であるＩＳＯ１７０２４（ＪＩＳ Ｑ １７０２４）に適合した環境マ

ネジメントシステム審査員の登録業務を実施している。 

２０１８年度は、ＩＳＯ１９０１１（マネジメントシステム監査のための指針）２０

１８年版の発行に伴い、審査員登録候補者に対して実施する筆記試験の見直しを実施し

た。（運用開始は２０１９年５月頃のＪＩＳ発効後を予定している） 

 

（１）筆記試験 

ＣＥＡＲ筆記試験の受験者は、２０１９年３月３１日までに４０４名（前年度：４０

３名）であった。 

 

（２）申請・評価 

新規申請者は１８６名（前年度:２４７名）であった。２０１９年２月１５日現在、

ＣＥＡＲ登録審査員数は、主任審査員：１,０２２名、審査員：３３４名、審査員補：

３,１８８名で合計４,５４４名である。 

 

２．環境マネジメントシステム審査員研修コース承認登録 

 
２０１８年度は、ＣＥＡＲ承認研修コース実施機関の増減はなく、３機関であった。

研修コース内容の内訳は、フォーマルコース３機関、資格拡大コース２機関、リフレッ

シュコース３機関である。 

 
３．登録審査員力量向上支援活動 

 

（１）広報誌「ＣＥＡＲ」の発行と配付 

広報誌「ＣＥＡＲ」は、２０１８年６月から３箇月ごとに計画どおり第６９～７２号

を発行し、登録審査員と関係機関へ発送した。第６９号（２０１８年６月）に「中小企

業に役立つマネジメントシステム(環境・品質)の構築と運用（最終回）」、第７０号～

７２号（２０１８年９月～２０１９年３月）に「環境マネジメントシステムと地球環

境」の記事を連載として掲載し、従来どおり、環境関連法規制の改訂状況も連載で掲載

した。 

また、特集記事として「生物多様性民間参画ガイドライン（第 2 版）について」、

「公害防止管理者制度の啓発普及用動画の公開について」、「法遵守における不適正事

例の再発防止策についての課題」を掲載し、登録審査員の継続的な能力開発への情報提

供を行った。 

    

（２）講演会の開催 
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講演会を２０１８年１０月１０日東京、１０月１９日大阪で開催した。講演は、「複

雑な廃棄物処理法について｣（イーバリュー株式会社：佐藤健氏）、「ＣＥＡＲからの

お知らせ」の２つを行った。２０１８年度は約８５０名の参加であり、前年度より約５

０名減少したが、登録審査員全体の参加率は約２０％で前年度とほぼ同じであった。ま

た、欠席者にも内容を伝えるため、従来どおり広報誌「ＣＥＡＲ」７１号（１２月１５

日発行）に講演録を掲載配付し、廃棄物処理規制の内容の周知を図った。 

 

（３）環境教材の提供 

ＣＥＡＲホームページの審査員専用コーナーにて、旧来Ｅラーニングで提供していた

コースのうち「監査の原則・手順・技法」、「環境関連法規制」、「ＩＳＯ１４０００

ファミリー規格の最新知識」をＰＤＦにして２０１３年５月から掲載を始め、継続的な

情報提供を行っている。そのうち、２０１８年５月に「環境関連法規制」を改訂内容を

反映したコンテンツに改版した。 
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第九 資源・リサイクル促進事業 

 

持続可能な循環型社会の構築に向けて、資源の有効利用、環境負荷の低減の観点から

廃棄物（副産物、使用済み製品）の発生抑制、原材料・部品・製品としての有効利用を

促進するために次に掲げる事業を行った。 

 

１．資源循環技術・システム表彰 

 

 廃棄物（副産物、使用済み製品）の発生抑制、使用済み物品の再使用、再生資源の有

効利用に寄与し高度な技術又は先進的なシステムの特徴を有する優れた事業や取り組み

の奨励・普及を図り、循環ビジネスを振興することを目的としてそれらを広く公募・発

掘し、表彰した。 

なお、２０１３年度に新設したレアメタルリサイクル賞については特に案件発掘に尽

力し、リサイクルによるレアメタルの確保の取り組みを顕彰するとともに、その更なる

取り組みとその技術・システムの普及を促進した。 

また、昨年度からコラボレーション賞を新設し、関係者の連携による使用済み物品や

有用物の効率的な回収・再生、部品・原材料の利用拡大の取り組みを顕彰することとし

た。 

本年度は１３件の応募があり、外部有識者で構成する審査委員会での厳正な審査の結

果、合計１０件１１社が受賞した。 

○ 経済産業大臣賞 １件１社 

・使用済み（トラック・バス用）タイヤ再利用によるリユース事業 

ブリヂストンＢＲＭ株式会社  
○ 経済産業省産業技術環境局長賞 ３件３社 

・醤油粕からの世界初となるフリーセラミドの素材化 

株式会社ジェヌインアールアンドディー  
・循環型社会に向けた建設機械の部品再生事業のグローバル展開 

日立建機株式会社  
・複動金型及び製品ビードによるスクラップ削減 

ホンダエンジニアリング株式会社  
○ 一般社団法人産業環境管理協会会長賞 ４件４社 

○ 奨励賞 １件１社 

○ レアメタルリサイクル賞 ２件２社 

表彰式は、２０１８年１０月１１日（木）に機械振興会館ホール（東京都港区）で開

催した。 

また、表彰式後開催の３Ｒ先進事例発表会において、受賞者から受賞内容をご紹介い

ただいた。 

注）３Ｒ：リデュース・リユース・リサイクル 
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２．リサイクル技術開発本多賞 

 

 本賞は、長年廃棄物リサイクルの分野に携わってこられた故本多淳裕先生（元大阪市

立大学工学部教授、元(財)クリーン・ジャパン・センター参与）のご提案・ご厚志によ

り、１９９６年に創設された。 

 毎年、３Ｒに関する技術の研究・開発に従事し、優れた報文発表を行った国内の大学、

高専、公的研究機関、民間企業の研究者・技術者（個人又はグループ）を広く公募し、

表彰している。 

２３回目となる本年度は、個人２件、グループ３件、計５件の応募があり、有識者で

構成する審査委員会での厳正な審査の結果、受賞２件が選定された。 

表彰式は、２０１８年１０月１１日（木）に機械振興会館ホール（東京都港区）にて

資源循環技術・システム表彰と合同で開催した。 

また、表彰式後開催の３Ｒ先進事例発表会において、受賞者から受賞内容をご紹介い

ただいた。 

受賞者と報文名は、次のとおりである。 

 研究報文 

受賞者：群馬大学大学院理工学府 分子科学部門 永井 大介 氏 

報文名：「金属配位水溶性ポリマーを基盤とした簡便かつ高回収レアメタル捕集材

料の開発」 

 技術報文 

受賞者：中部電力株式会社 服部 雅典 氏 （グループ代表） 

報文名：「石炭火力発電所脱硝触媒の劣化メカニズムと化学洗浄技術の適用」 

 

３．３Ｒ先進事例発表会の開催 

 

「資源循環技術・システム表彰」表彰式及び「リサイクル技術開発本多賞」表彰式に

引き続き１３５名の参加者を得て開催した。 

本発表会においては、経済産業省から基調講演「資源循環政策の展望－循環経済構築

に向けて－」を行っていただいたうえで、本年度の資源循環技術・システム表彰及びリ

サイクル技術開発本多賞の受賞者から受賞内容をご紹介いただいた。 

 また、受賞者と発表会参加者が直接意見交換できる「交流コーナー」を設置し、受賞

内容の普及・啓発、ビジネス展開を支援した。 

 

４．環境学習支援事業 

 

 循環型社会形成の重要な担い手である小学生、中学生、高校生、市民を対象とした環

境学習に対する支援の一環として、３Ｒ学習教材（容器包装リサイクル）の貸出を２９

件行うとともに、小学校高学年向け３Ｒ学習教材副読本「３Ｒスリーアール」４,２４

４冊、リーフレット「３Ｒって何だろう？」（小学生向け）３,１９４冊、教師用解説

書２８８冊を学校等の要請に応じて配付した。 

小学生向け環境リサイクル学習ホームページ（アクセス数１,００６,７６７件／年）

では、Ｑ＆Ａコーナーに寄せられた小学生からの様々な質問（３５６件／年）に回答し、
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児童からよせられた作品（３３件／年）を掲載した。 

また、中学生・高校生・市民向け環境リサイクル学習ホームページ（アクセス数５５,

０２０件／年）では、中学校・高等学校の授業の中で活用できる内容への改訂の検討を

行いリニューアル版を一部公開した。 

なお、本ホームページは、自治体のごみ学習副読本、県立高等学校入試問題、新聞等

に使用されている。 

また、上記教材のより一層の活用を図るため、３教科の小学校教育研究会全国大会の

紀要に当ホームページ、その他の教材の利用の呼びかけ広告を掲載するとともに、公的

機関主催の環境展示会に出展し、３Ｒ学習教材を紹介した。 

 また、全国の区市町村に教材利用の呼びかけのご案内を送付し、普及・利用促進に努

めた。 

以上の実施にあたっては、環境教育関係者で構成の委員会を設置し、内容を検討した。 

 

５．３Ｒ動向把握 

 

（１）リサイクルデータブックの作成等 

持続可能な循環型経済社会の実現の基礎となる統計、法制度、施策等の情報を収集し

てリサイクルデータブック２０１８を編集・制作し、地方自治体、業界団体等関係機関

に配付した。なお、昨年度に引き続き、欧州のリサイクル、資源効率に関する取り組み

の進捗状況を調査し、統計データを掲載した。また、ホームページに世界のリサイクル

コーナーを開設し、海外の状況を啓発普及した。 

また、旧財団法人クリーン・ジャパン・センターが作成した報告書等約１,０００冊

（ＰＤＦ）を、継続的にホームページで一般公開した。 

 

（２）循環経済の実現に向けた検討会 

ＲＥ（Ｒｅｓｏｕｒｃｅ Ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ：資源効率）とＣＥ（Ｃｉｒｃｕｌａｒ 

Ｅｃｏｎｏｍｙ：循環経済）に係わる国際情勢の変化に適切に対応しつつ、国内資源循

環の高度化・効率化を推進することを目的に、２０１８年１月にＥＵが公表した「循環

経済における欧州のプラスチック戦略」について、国内の関係者での情報及び問題意識

の共有方法等について検討した。 

 

６．レアメタルリサイクル促進事業 

 

 政府のレアメタル確保戦略政策（２００９年策定）の四本柱の一つに、リサイクルに

よるレアメタルの国内循環が位置付けられている。 

近い将来これらレアメタルを含有する使用済製品の排出増加が見込まれ、また、リサ

イクルが経済的に成り立つ状況を実現することが重要な５鉱種（ネオジム、ジスプロシ

ウム、タンタル、コバルト、タングステン）の国内循環を促進するために、次の取り組

みを行った。 

 

（１）レアメタルリサイクルの先進事業発掘 

ＮＥＤＯやＪＯＧＭＥＣ等の助成先、各企業・研究機関の技術報告書、メディア情報
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等を調査・抽出し、対象事業・研究担当者との面談を実施。先進的な取り組みと判断し

たものについては、当センターが運営するレアメタルリサイクルホームページへの掲載

や「資源循環技術・システム表彰」への応募を働きかけた。 

 

（２）消費者、事業者等への情報提供 

レアメタルリサイクルホームページ等を通じて、電子機器や自動車、超硬工具等の高

性能化に大きく貢献するリサイクル優先５鉱種（ネオジム、ジスプロシウム、コバルト、

タンタル、タングステン）を対象としたリサイクルの先進事業や実施企業の紹介を継続

した。 

 

（３）レアメタルリサイクル事例調査 

レアメタルリサイクルホームページに次の情報を新たに掲載した※。 

・リチウムイオン電池の高度リサイクル（本田技研工業株式会社、日本重化学工業株

式会社） 

※「リサイクル先進事業」総掲載件数は２７件（自動車関連９件、家電関連６件、パ

ソコン関連４件、超硬工具関連４件、その他４件） 

 

７．ホームページ事業 

 

 上記１．から６．までの内容を広く公開することを目的としてコンテンツの改訂や新

規情報の掲載等、ホームページの運営を行った。 

 

８．リデュース・リユース・リサイクル推進協議会事務局運営 

 

当協会は、リデュース・リユース・リサイクル推進協議会から事務の委託を受け、事

務局の役割を果たした。 

 

（１）リデュース・リユース・リサイクル推進功労者等表彰 

 リデュース・リユース・リサイクル推進協議会は、財務省、文部科学省、厚生労働省、

農林水産省、経済産業省、国土交通省及び環境省の後援を得て、３Ｒの推進に率先して

取り組み、継続的な活動を通じて顕著な実績を挙げた個人・グループ、学校及び事業所

等を対象とした「リデュース・リユース・リサイクル推進功労者等表彰」を行っている。 

本年度は、２０１８年１０月３０日（火）にＫＫＲホテル東京（東京都千代田区）に

おいて表彰式を開催し、外部有識者で構成する審査委員会での厳正な審査の結果、合計

４４件を表彰した。 

○ 内閣総理大臣賞 ２件 

「バイオマス産業のまちづくりを目指して～消化液の液肥利用への取り組み～」 

三重県立相可高等学校生産経済科 

「キユーピーグループにおける未利用資源を活用した資源循環の推進～野菜未利用

部を活用した新たなエコフィードへの挑戦～」 

株式会社グリーンメッセージ、キユーピー株式会社 

○ 文部科学大臣賞 １件 
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○ 経済産業大臣賞 ２件 

○ 国土交通大臣賞 ５件 

○ 環境大臣賞   １件 

○ リデュース・リユース・リサイクル推進協議会会長賞 ３３件 

 

（２）リデュース・リユース・リサイクル推進協議会活動強化 

活動強化のために、以下の事業を行った。 

・企画運営委員会の開催（４回） 

・３Ｒ推進ポスターデザインコンテスト（公募）の実施、ポスター制作、配付 

・行政と会員及び会員間の情報交換の場である３Ｒ連絡会の定期的開催（２回） 

・会員団体等との共同情報発信 

・３Ｒ活動推進フォーラムとの共催セミナー「循環・３Ｒリレーセミナー～欧州ＣＥ

政策とプラスチック資源循環戦略～」開催（１回） 

・３Ｒ推進全国大会（１０月）への出展 

・過去の大臣賞受賞者のその後の活動の調査 

・優れた３Ｒ活動発表会の開催（１回） 

 

（３）３Ｒキャンペーンマークの普及・利用促進 

３Ｒ実践活動や啓発活動等において、３Ｒキャンペーンマークが利用されるように

様々な形で広報するとともに、その管理を行っている。 

また、全国の区市町村に３Ｒキャンペーンマーク－紹介のチラシを送付して、３Ｒキ

ャンペーンマークの認知度の向上と普及・利用促進に努めた。 
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第十 産業と環境の会事業 

 
１． 研究会・委員会事業 

 

環境政策研究会、環境問題検討会、環境委員会及び環境懇談会を開催し、第五次環境

基本計画、地球温暖化対策、プラスチック・資源循環を巡る国内外の動向とともに、Ｓ

ＤＧ、ＴＣＦＤ等の産業界の関心の高い分野・テーマを取り上げた。それぞれの開催状

況は下記のとおりである。  
 

（１）環境政策研究会 

中央官庁の局長、審議官等を講師として招聘し、下記のテーマで５回開催した。 

 地球温暖化対策を巡る国内外の動向（２０１８年４月） 

 エネルギー政策と温暖化対策（２０１８年５月） 

 今後の環境政策の方向性について（平２０１８年１０月） 

 ＣＯＰ２４の結果について（２０１８年１２月） 

 環境省における資源循環施策（２０１９年３月） 

 

（２）環境問題検討会 

中央官庁の各施策の責任者等を講師として招聘し、下記のとおり８回開催した。 

 第五次環境基本計画（２０１８年５月） 

 気候変動をめぐる最新の国際情勢（２０１８年６月） 

 環境教育推進とＳＤＧｓ達成（２０１８年６月） 

 平成３０年版・白書を読む会（２０１８年６月） 

 カーボンプライシングの検討状況について／Ｊクレジットを活用したカーボ

ン・オフセットスキームと消費者動向のご紹介（２０１８年９月） 

 ＩＰＣＣ１．５℃特別報告書の概要（２０１８年１０月） 

 気候変動適応計画の策定及び気候変動適応法の施行（２０１８年１１月） 

 土壌汚染対策法の運用状況と改正法（２０１９年２月） 

（３）環境委員会 

大気環境保全対策委員会、水質・土壌環境保全対策委員会、廃棄物・リサイクル対策

委員会、地球環境保全対策委員会、生物多様性保全対策委員会の５つの委員会を設置し、

それぞれの委員会を以下のとおり開催した。 

① 大気環境保全対策委員会 

 最近の環境負荷低減に向けた政策動向について（水・大気・土壌・廃棄物等） 

（２０１８年５月）※ 

 化学物質管理政策等の最近の動向（２０１８年１０月） 

 水・大気環境の課題と平成３１年度政策（２０１９年２月）※ 

② 水質・土壌環境保全対策委員会 

最近の環境負荷低減に向けた政策動向について（水・大気・土壌・廃棄物等） 

（２０１８年５月）※ 

 閉鎖性海域の水質環境対策の動向（２０１８年９月） 

 水・大気環境の課題と平成３１年度政策（２０１９年２月）※ 
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※大気環境保全対策委員会、水質・土壌環境保全対策委員会の合同開催 

③ 地球環境保全対策委員会 

 長期大幅削減に向けて（２０１８年４月） 

 地球温暖化対策と長期成長戦略（２０１８年１０月） 

 ＣＯＰ２４について（２０１８年１２月） 

 脱炭素化／ＳＤＧｓ／地域循環共生圏に向けた環境経済課の取組について 

（２０１９年３月） 

④ 廃棄物・リサイクル対策委員会 

 循環型社会に向けた３Ｒ施策について（２０１８年６月） 

 資源循環対策と今後の課題（プラスチック資源循環戦略を中心として） 

（２０１８年１１月） 

 産業廃棄物対策の課題と平成３１年度政策（２０１９年２月） 

⑤ 生物多様性保全対策委員会 

 生物多様性に関する最近の動向について（２０１８年７月） 

 生物多様性ＣＯＰ１４の概要と成果（２０１８年１２月） 

 自然環境保全に関する最近のトピック（２０１９年３月） 

 

（４）環境懇談会等 

大気・水質・土壌、資源循環等をテーマに計３回開催した。 

 

（５）運営会議及び企画協議会 

運営会議（２０１８年６月）及び企画協議会（２０１８年５月、２０１９年３月）を

開催した。 

 

２．調査・研究事業 

 

従来取り組んできたテーマ・分野のひとつである大気環境保全対策に関する調査研究

事業を、国際協力・技術センターと業務分担し実施した。 

３．普及啓発事業 

 

（１）情報リスト 

会員に向けて行政情報等を情報リストとして、原則月２回（第２月曜日及び第４月曜

日、休日の場合は翌日）提供を行った。また、１２月には利便性向上の観点よりシステ

ムを再構築した。 
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（２）シンポジウム等 

シンポジウムを下記のとおり開催した（開催日順）。 

 

① フロン類対策の動向に関するシンポジウム 

（平成３０年度公益信託地球環境保全フロン対策基金助成事業） 

開催日 ２０１８年７月３１日（火） 

会 場 東京国際フォーラム 

招聘者 中村  祥 環境省 地球環境局フロン対策推進室室長補佐 

 「フロン対策の現状と課題」 

 花岡 達也 国立研究開発法人国立環境研究所 

 社会環境システム研究センター主任研究員 

 「アジアにおけるフロン代替・回収の課題 

    ―地球温暖化対策とフロン対策―」 

 薄田 隼人 日本ハネウェル株式会社 

 パフォーマンスマテリアルズ＆テクノロジーズ 

 フッ素化学品事業部マーケティングマネージャー 

 「実践的ソリューションによりユーザー採用が進む低ＧＷＰ冷媒」 

 渡辺 義幸 三菱ケミカル株式会社 環境安全部環境グループマネジャー 

 「三菱ケミカルのフロン排出抑制法への取組み」 

 

② 産業による河川の高度利用と水環境保全に関するシンポジウム 

（平成３０年度河川基金助成事業） 

  〔大阪〕 

開催日 ２０１８年１１月１６日（金） 

会 場 アットビジネスセンター大阪梅田 

招聘者 中川 靖志 国土交通省 近畿地方整備局河川部環境課長 

 「河川環境と高度利用について」 

 花本 希樹 関西電力株式会社  

水力事業本部開発グループチーフマネジャー 

 「水資源の活用と小規模水力発電」 

 田中 周平 京都大学 地球環境学堂准教授 

 「琵琶湖・大阪湾におけるマイクロプラスチック汚染の現況」 

 上田 康治 環境省 大臣官房審議官 

 「水環境対策の現状と今後の課題」 
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  〔東京〕 

開催日 ２０１８年１２月６日（木） 

会 場 東京ビッグサイト 

招聘者 光成 政和 国土交通省 水管理・国土保全局河川環境課長 

 「河川環境と高度利用について」 

 浜田 督子 東京発電株式会社 発電サービス事業部 

水力発電サービス営業グループ主任 

 「水資源の活用と小規模水力発電」 

 二瓶 泰雄 東京理科大学 理工学部教授 

 「マイクロプラスティックと水環境保全」 

 上田 康治 環境省 大臣官房審議官 

 「水環境対策の現状と今後の課題」 

 

③ 環境金融と環境保全対策に関するシンポジウム 

（平成３０年度トラスト未来フォーラム助成事業） 

開催日 ２０１９年２月１８日（月） 

会  場 東海大学校友会館 

招聘者 加賀谷哲之 一橋大学 大学院経営管理研究科准教授 

 「わが国における企業と投資家の対話のあり方」 

 竹ケ原啓介 株式会社日本政策投資銀行 

 執行役員 産業調査本部副本部長 

 「環境金融をとりまく変化と企業への影響 

       ～ＥＳＧ投資と気候変動対策等」 

 津田  恵 大阪ガス株式会社 ＣＳＲ・環境部長 

 「大阪ガスにおける環境情報開示等への取り組み」 

 亀井 明紀 経済産業省 産業技術環境局環境経済室長 

 「ＴＣＦＤに関する経済産業省の取組」 
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第十一 一般事項 

 
１．環境管理関係企画行事に対する後援、協賛等の実施 

 
国、地方公共団体、公益法人、新聞社等が主催する産業環境管理関係の各種行事につ

いて、後援又は協賛等を行った。  
 

２．産業環境管理に関する発明、考案、貢献等に対する表彰 

 
２０１８年１０月２４日、２０１７年度の当協会機関誌「環境管理」に発表された論

文のうち、下記２編を優秀論文に選び副賞を添えて表彰した。  
 
①２０１７年１０月号  
豊島の教訓とは何か ― 豊島事件が変えた廃棄物処理のあり方  
中地 重晴（熊本学園大学 社会福祉学部 教授）  
 
②２０１７年１０月号  
建設工事から発生する廃棄物諸話  
米谷 秀子（鹿島建設株式会社 安全環境部 担当部長 兼 施工環境グループ長） 
 
３．協会事務局の組織及び人員 

 
２０１８年度末における協会事務局の組織は別表のとおりであり、年度末常勤役職員

数は１０１名（内役員２名）で、本部８４名、支部１３名である。  
 
４．各種常置委員会等の運営 

 
機関誌編集委員会  ６回  

 

５． その他 環境活動等  

 

（１）環境目標（環境マネジメントシステム） 

 以下を２０１８年度の環境目標として活動し、①②について目標を達成した。 

①電気使用量の削減 

②ごみの分別排出の徹底 

③環境人材の育成 

 

（２）「えるぼし認定」一般事業行動計画進捗状況        

「えるぼし」とは、『女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活

躍推進法）』に基づく認定制度、およびその認定マークの愛称。２０１６年４月１

日に施行された女性活躍推進法では、行動計画を策定し届出を行った企業のうち、

一定の基準を満たし、女性活躍推進に関する状況などが優良な企業について、都道
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府県労働局への申請により、厚生労働大臣がこれを認定する制度を設けている。当

協会は２０１７年８月２３日付けで認定段階２を取得した。２０１８年度は、下記

の２つの目標を推進し、②について目標を達成した。 

①目標１ １人当たり年間所定外労働時間数を１６５時間／人未満  

②目標２ 一人当たり年次有給休暇取得日数を１４日／人以上  

 

 

第十二 総会及び理事会 

 
１．総会 

（１）平成３０年度定時総会  
２０１８年６月２１日、エッサム神田ホールにおいて４１３名（委任状提出者を含

む）が出席して開催され、以下の各議案について審議の結果、全議案が原案どおり承認、

可決された。  
第１号議案 平成２９年度収支決算について  
第２号議案 理事及び監事の選任について  
報告事項  平成２９年度事業報告、平成３０年度事業計画、平成３０年度収支予算及

び公益目的支出計画実施報告について  
 
２．理事会 

 
（１）第１３４回理事会  

２０１８年５月３１日、エッサム神田ホールにおいて理事１８名のうち１０名が出席

して開催され、以下の各議案について審議の結果、全議案が原案どおり承認、可決され

た。  
第１号議案 平成２９年度事業報告書（案）  
第２号議案 平成２９年度収支決算書（案）  
第３号議案 公益目的支出計画実施報告書（案）  
第４号議案 理事及び監事の選任（案）  
第５号議案 定時総会の日時及び場所並びに目的である事項（案）  

 
（２）第１３５回理事会  

２０１８年１１月１９日、ＴＫＰ神田駅前ビジネスセンターにおいて理事１８名のう

ち１４名が出席して開催され、以下の各議案について審議の結果、全議案が原案どおり

承認、可決された。  
第１号議案 平成３０年度収支予算書(補正)（案）  
第２号議案 特定資産の追加設定について（案）  
その他の報告事項  
①報告事項１ 平成３０年度事業進捗状況報告」について 

②報告事項２「クリーン・オーシャン・マテリアル・アライアンス(仮称)」の設立に

ついて 
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（３）第１３６回理事会  
２０１９年３月２２日、ＴＫＰ神田駅前ビジネスセンターにおいて理事１８名のうち

１０名が出席して開催され、以下の各議案について審議の結果、全議案が原案どおり承

認、可決された。  
第１号議案 平成３１年度事業計画（案）  
第２号議案 平成３１年度収支予算（案）  
第３号議案 事業の見直しについて 

Ⅰ．ＣＥＡＲ事業の日本規格協会への移管について（案） 

Ⅱ．地域・産業支援部門の分社化について（案） 

第４号議案 一般社団法人産業環境管理協会顧問・参与の推薦について  
第５号議案 一般社団法人産業環境管理協会常勤役員候補推薦委員会委員の選任につ

いて  
 
 
第十三 登記事項 

 
１．理事変更登記 

 
平成３０年度定時総会において選任された１８理事、３監事の登記を完了した。  

 
第十四 会員等の異動 

 
２０１９年３月３１日現在の会員の状況は、下表のとおりである。  

 
第十五 ２０１８年度事業報告 附属明細書 

 
 ２０１８年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規

則」第３４条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が

存在しないので、作成しない。  

区分 本年度期首現在数 入会 退会 現在数 

本部 ２４４ １２ ２ ２５４

北海道支部 １９ ０ ０ １９

東北支部 ２５ ０ １ ２４

中部支部 ７０ ３ ４ ６９

関西支部 ８４ ０ ２ ８２

中国支部 ６９ ０ ２ ６７

四国支部 ６０ ０ ０ ６０

九州支部 ３５ ０ ２ ３３

計 ６０６ １５ １３ ６０８
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別表
組織表 
①本部組織表 

分掌事務 

・法令、内部規定等の遵守のための日常的管理・改善に関すること。 

・外国為替及び外国貿易法等非住居者向け技術等の提供に関すること。 

・各事業における業務規定等の評価及び改善の勧告に関すること。 

・業務監査及びその結果に基づく勧告に関すること。 

・コンプライアンスに関する教育及び研修に関すること。 

・協会業務の総合調整に関すること。 

・事業計画及び事業報告の作成に関すること。 

・総会及び理事会の庶務に関すること。 

・諸規程の整備に関すること。 

・人事、給与及び福利厚生に関すること。 

・職員の服務及び研修に関すること。 

・会員管理に関すること。 

・政府等に対する建議又は答申に関すること。 

・環境管理に係る発明、考案及び貢献等に対する表彰等に関すること。 

・環境管理に係る各種相談に関すること。 

・委託調査事業等の予算及び契約事務の監理に関すること。 

・経理に関する基本方針及び計画の立案に関すること。 

・収支予算書及び資金計画の作成に関すること。 

・収支決算報告書等の作成に関すること。 

・資金の管理及び運用に関すること。 

・会費、補助金、委託費等受入れに関すること。 

・借入金に関すること。 

・受託及び委託に係る契約の審査に関すること。 

・金銭、手形及び有価証券の出納及び保管に関すること。 

・協会業務の企画に関すること。 

・協会業務の広報に関すること。 

・機関誌「環境管理」の発行に関すること。 

・機関誌編集委員会に関すること。 

・公害防止管理に関する教育事業・通信教育事業等の実施に関すること。 

・公害防止管理者等のリフレッシュ教育事業等の実施に関すること。 

・環境経営、環境管理の推進に必要な人材のスキルアップ事業の実施に関すること。 

・環境マネジメントシステムの構築支援事業及びその他環境に係るコンサルティング、調査・教育・研修事業、受託事業の実施に関する

こと。 

・環境に係る各種書籍及び教科書の出版に関すること。 

・電子媒体等による情報提供サービス、環境に係る各種ソフトウェアの頒布、顧客管理及び広報に関すること。 

・大気、水質、土壌及び産業廃棄物等に係る環境保全の技術的な調査、研究及び指導に関すること。 

・環境管理に必要な制度、技術及び手法等に係る専門家派遣及び海外研修生受入事業等並びに海外技術移転プロジェクト等の実施

に関すること。 

・環境管理技術及び製品の環境調和に係る標準規格についての調査研究並びに国際標準対応国内委員会の運営及び事務局業務

に関すること。 

・省エネ／温室効果ガス削減等に係る人材の育成、評価・認定、登録管理に関すること。 
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分掌事務 

・サプライチェーンを通じた化学物質及び製品含有化学物質に係る管理手法、制度的枠組み等の調査、研究及び開発に関

すること。 

・製品含有化学物質の情報管理に係る情報の収集、提供の実施に関すること。 

・化学物質管理法令に係る登録・届出等の支援に関すること。 

・化学物質管理法令に係る代理人の選任及び管理・監督に関すること。 

・化学物質管理法令に係る人材の教育・育成及びコンサルティング等に関すること。 

・化学物質管理法令に係る運用等の調査、研究及び開発に関すること。 

・製品含有化学物質等に関する情報伝達のためのＩＴ基盤の整備・運用、ＩＴ技術等に関する調査、研究及び開発、 

情報の収集、提供、啓発及び普及の各活動に関すること。 

・地域・産業に関連する振興計画等の策定及び地域特性、エネルギー需給量、事業化可能性等に係る調査・研究 

並びに事業実施支援に関すること。 

・地域・産業に関連する政策の検証・評価に関すること。 

・地域・産業に関する展示会の企画立案、運営、広報に関すること。 

・その他、環境プロジェクト支援部門に関する企画・立案、統括業務全体に関すること。 

・地域・産業に関連する事業者間連携、市場開拓支援等、事業創出支援に関すること。 

・地域・産業に関連する政策プロジェクト等の事業管理支援に関すること。 

・ＬＣＡ手法の研修事業及び導入支援（コンサルティング）事業の実施に関すること。 

・ＬＣＡ計算ソフトの開発及び頒布に関すること。 

・ＬＣＡデータベース管理運営及びＬＣＡに関するフォーラムの運営に関すること。 

・環境適合設計（ＤｆＥ）に係る調査及び研究に関すること。 

・環境配慮設計に係る手法、データ及び制度についての情報の収集・発信並びに海外関係機関との交流、 

協働等に関すること。 

・定量的環境情報開示事業(ＪＥＭＡＩ環境ラベル事業等)の運用に関すること。 

・ライフサイクルにおける環境負荷の低減化事業の実施に関すること。 

 

3-34



3-35 
 

 

分掌事務 

・試験センターの基本的事項に係る企画、立案等に関すること。 

・試験実施の総括に関すること。 

・試験の啓発、普及及び広報に関すること。 

・経済産業大臣及び環境大臣からの委託又は指定による公害防止管理者等資格認定講習の企画並びに実施に関すること。 

・公害防止管理者等の能力向上に係る情報提供等の活動の企画立案に関すること。 

・審査員の評価、登録の管理。 

・審査員の力量評価に係る試験問題の立案作成。 

・審査員の力量向上に係る調査研究及び啓発普及。 

・評価登録内外関係機関と連携。 

・審査員の訓練に係る研修コースの承認、登録の管理。 

・研修機関との連携。 

・廃棄物の発生抑制及び資源としての有効利用に係る技術・システムの調査、奨励及び普及に関すること。 

・廃棄物の発生抑制及び資源としての有効利用に係る状況の把握及びその情報提供に関すること。 

・廃棄物の発生抑制及び資源としての有効利用に係る啓発及び学習支援に関すること。 

・研究会・委員会等事業に関すること。 

・会員に提供する情報サービス事業に関すること。 

・調査・研究及び普及啓発事業に関すること。 

・サプライチェーンを通じた製品含有化学物質等の管理及び情報開示・伝達に関すること。 

・会員組織及び各委員会の運営及び管理に関すること。 

・アーティクルマネジメントに係る情報の収集・提供、調査・研究、啓発及び普及その他の各活動に関すること。 

プロジェクトチーム 

企画委員会事務局、ＩＴ・広報推進チーム、環境サイトアセッサー評価登録室チーム、CLOMA 事務局 
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② 支部及び試験部門分室組織表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

支部名（分室名）  役職名  分掌事務  
北海道  
東北  
関東  
中部  
関西  
中国  
四国  
九州  

支部長  
事務局長  

（分室長）  
支部業務全般  

（試験実施事務）  
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